
 

 

テレワーカーの移住・定住の推進及びお試しサテライトオフィスの設置促進 

（令和２(2020)年度９月補正予算における取組） 

 

令和２(2020)年 10 月 13 日  

総 合 政 策 部  

 

１ ＵＩＪターン促進・関係人口創出事業 

新型コロナウィルス感染症拡大によるテレワークの普及や東京圏在住者の地方移住への意識

の変化を背景に、テレワーカーの本県への移住を促進する 

(1) デジタルマーケティング活用ＰＲ事業 

ＡＩを活用した広告出稿管理ツールを活用し、東京圏内で在宅勤務等を行う特定のユー

ザーに対してデジタル広告の配信を行うことにより、テレワーカーに向けて本県への移

住・定住関連情報を届ける 

(2) 移住促進動画等製作事業 

先輩移住者の生活様式や市町の支援制度など具体的な情報を提供する情報番組を製作し、

YouTube等のオンライン動画配信サービスに掲載するとともに、移住・定住促進ウェブサ

イト｢ベリーマッチとちぎ｣において、テレワーカー向けの特設サイトを新たに設け、移

住情報や生活情報等を掲載する 

 

２ とちぎお試しサテライトオフィス設置促進強化事業（別添フロー参照） 

(1) お試しサテライトオフィス利用支援事業 

東京圏の企業等が、県内にてお試しでサテライトオフィスを設置する場合に、オフィス

の賃料等の一部を助成 

補助対象経費：オフィス賃料、執務環境等整備費用、移転費用、業務上の交通費 等 

お試し期間：１ヶ月から３ヶ月 

補助限度額：法人 20万円/月（最大 60万円） 個人 10万円/月（最大 30万円） 

(2) お試しサテライトオフィス設置促進事業 

市町が｢お試しサテライトオフィス｣を設置する場合に、設置・運営費等の一部を補助 

補助率：１／２ 
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とちぎお試しサテライトオフィス設置促進強化事業 実施フロー 地 域 振 興 課
R2(2020).10.13

２．都市部企業へのＰＲ

ターゲット：都市部の企業
個人事業主
(ＩT企業関係等)

委託事業者
(人材派遣会社等を想定)

県

主体 県 市町
委託事業者

役割

 都市部企業等へのＰＲ
 市町のお試しサテライトオフィス設置支援
 企業等のお試しサテライトオフィス設置、
テレワーク実施支援

 都内民間企業等のニーズ調査
 お試しテレワークに適した物件情報一覧化
 ＰＲ媒体の製作・企業へのＰＲ

 お試しサテライトオフィスの設置に向けた適
地検討・物件の選定

 お試しサテライトオフィスの設置・運営
 都市部企業へのＰＲ

 貸しオフィス

 コワーキングスペース
シェアオフィス 等

想定物件

■市町が設置するお試しサテライトオフィス

適地検討
物件選定
(空き家等)

事業化
予算化 環境整備

市・町

【都市部企業等へのＰＲ】
• サテライトオフィス設置を検討する

企業等を調査し、直接アプローチ
• ほか、産業労働観光部や東京事

務所とも連携したPRを実施

１．県内における環境整備、対象物件の一覧化 ３．お試しテレワーク実施

【県内における物件情報等の一覧化】
• 委託事業者を中心に、県内におけるサテラ
イトオフィス(テレワーク)に適した物件等(お
試しサテライトオフィスを含む)を一覧化

※ エリアや市町の特徴を踏まえ、市町と連携
しながら物件を選定

お試しサテライトオフィスの設置を支援
(賃料、ランニングコスト等の一部補助)

お試しテレワークの実施

期間：１～３ヶ月

お試しサテライトオフィスの設置、
テレワーク実施を支援
(賃料、移転費等の一部補助)

市町への補助

企業等への補助
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２．県と市町の役割分担

１．事業実施フロー


